議長のお許しを得ましたので、質問させていただきます。
まず質問に入る前に、報告をさせていただきたいと思います。

私は、今年の２月県会で、和歌浦の観光問題について質問いたしました。質問というより提言でしたが、その中心点は、和歌浦は、中国の国父といわれる孫文と民俗学者・南方熊楠がロンドン時代の旧交を温めた地である。ここに記念物をつくって、日中友好のシンボルとし、和歌浦観光に役立ててはどうかということでした。

私は、１１月の４日から９日、日中友好協会和歌山県連合会の２７名の訪中団の団長として中国を訪問いたしました。民間団体としての自主的な訪問です。
上海空港におりて、蘇州市の学校を訪問し、児童画の交換をし、桂林にも足を伸ばしたのですが、メインは、和歌浦によく似ているという西湖がある杭州市の訪問でありました。蘇州市は人口５８３万、６月に世界遺産会議が開かれた町でもあります。杭州市は人口６４２万人。ともに上海周辺の急速に経済発展をとげている地域です。工業団地、住宅の建設に圧倒されました。

私たちは、杭州市の対外友好協会を訪問し、副会長の華麗珍さんという方にお会いして、交流しました。杭州市の副市長もなさった方です。

杭州市は、岐阜市とは友好自治体の関係を結んでおり、京都・鳥取・山口などの地方の都市とは交流があるいますが、和歌山とはあまり交流がありません。私たちからの申し入れ文書を読んで、西湖と和歌浦がよく似ていることをはじめて知ったのでしょう。歓迎の挨拶に「和歌浦というのは大変景色のいいところだとお聞きしています」と言っておられました。

私のほうからは、和歌浦が西湖と景観が似ていること、孫文と南方熊楠の出会いの地であることを、ロンドン亡命時代の出会いまで含めて説明し、ここに孫文と熊楠の出会いの記念物をつくって、日中友好のシンボルにする運動をすすめていると話して、最後に、県観光課からいただいた、中国語の和歌山の観光パンフレットもお渡ししました。

また和歌浦にお住まいの団員から和歌浦の写真を見せ、西湖とそっくりだという話をし、海南市の団員からは、日中両国平和の塔が市民のカンパでつくられた話もしました。

華麗珍さんは、大変よろこばれて、和歌山との友好を深めたい、「日本に行く人には、和歌浦によるようにいいます」といわれました。私たちもぜひ和歌浦そして海南市にも来てくださいと申し上げました。

また蘇州市の小学校であずかってきた児童画１００点は、いま、JR海南駅で展示中であります。

民間団体の訪中でありましたが、杭州市と和歌山が友好関係をふかめる条件をつくってきたと思っています。

以上、報告でありますが、民間団体が進めてきた日中友好のとりくみを生かしていただくよう要望いたします。

　また先日、訪中団として知事にも報告いたしましたが、何か感想やご意見などありましたら、いただければと思います。
　　さて、いまから質問にはいります。第１は、道路問題です。財源には限りがある。県民にとって本当に必要な道路を早くつけてほしい。

木村知事は、「１、５車線道路」というものを提言された。これは大変いいことだと思います。先日、海南海草議員連絡協議会で陳情したおりも、いいことをおっしゃった。「用地買収がむずかしいところに、定規で引いたようにまっすぐな道を作らなくてもいいので、多少カーブしても、弾力的に考えてもいいんじゃないですか」というふうな意味でした。これも賛成であります。

知事がこうおっしゃるのは、裏返せば、「定規で引いたようなまっすぐな道」を無理につくろうとする傾向があるということでしょう。それだけではない。幅１０メートルもあれば十分なところに、１８メートルも２０メートルもの道路を計画し、２０年たっても出来上がらないというムダが、いたるところにあるのではないでしょうか。

海南市内で日方・大野・藤白線という都市計画道路に、日方川にそった部分があります。前回の議会で、「せっかく用地買収もすすんでいるから暫定的にでも早く通れるようにしてほしい」と申し上げたわけです。この道路は、一番狭い地域の用地買収がすすみ、いま一歩まできています。そして私が申し上げた点では、前向きの答弁をいただきました。
しかし、その計画を見てびっくりしました。片道一車線の二車線道路なのですが、一車線幅４，５メートル、３メートルの車線に１、５メートルの予備がついているというデラックス道路です。両側に幅４、５メートルの歩道がついて、幅１８メートル道路です。しかも、定規で線を引いたようにとまでは言いませんが、まっすぐな道にした結果、川べりにあった元の道路・幅５メート程度のものは、つかわれずにおかれてしまっています。

市民の要求からいえば、必要なのはセンターラインを引ける幅６メートルの車道とせいぜい幅３メートルの歩道、あわせて１０メートルもあれば十分なのです。川沿いの原道を拡幅すれば、幅５メートルも用地買収すれば十分なのです。

市街地の道路なら両側に歩道がつけば、商店街ができるでしょう。この地域は、片側は日方川にそっている。反対側からは山が迫っている。どうしてこんなデラックス道路なのかと首をかしげるわけです。

この道路は１９８２年に計画され、１７年たって事業化されたものです。さらにいえば、海南市の日方・大野・藤白をぐるりと回る壮大な道路計画の一部であります。大野から藤白に至る地域も、道路が大変狭く、一日も早く道路を広げてほしい。しかし、求められている道路は、１８メートル道路というようなデラックスなものではないでしょう。都市計画が決定されたときは、「熊野古道をつぶすのか」を住民から反対の声も上がったといいます。それがいまでは、行政からも住民からも忘れられたような計画になっています。その一部だけが進んだというのが、日方川沿いの道路であります。

いったん計画した道路であっても、時代の変化などをみて、本当に住民のニーズにあったものなのか、節々で見直すことが必要だと考えるわけです。

県土整備部長にお伺いいたします。

第１　日方・大野・藤白線という道路計画を幅１８メートル道路として完成させる見通しを、お持ちなのか。お持ちだとすれば、何年ぐらいでできる見通しなのか。

第２　わたしは、こうした都市計画、公共事業は、いったん計画したものでも、再評価して見直すことが必要だと考えます。公共事業の再評価委員会というものが開かれているが、どういう場合に再評価委員会にかけられるのか、その基準をお聞きしたい。また日方川沿いの道路は、どうなのか。
第３　再評価委員会は、第三者を含んだ再評価ですが、その前に、行政担当者が一番問題わかっているわけですから、自ら再評価して見直すということが必要だと考えるが、どうなのか。

第４　再評価委員会にかけられたときには、用地買収は８割がた終わっていて、いまさらやめられないという問題があります。事前評価ということも大切ですが、どうなっているのかお聞きしたいと思います。

二つ目の問題は、道路計画ができても地権者の理解が得られないので、道路建設が遅れるという問題であります。

たいへんむずかしい条件を付けられる地権者の方もいらっしゃって、担当者もご苦労なさると思います。しかし、地権者だけを悪者にしてはいけない。国土交通省道路局が、平成１４年８月、いまから二年前に、「市民参画型道路計画プロセスのガイドライン」というものをだしています。その考え方は、行政が道路をつくる場合に、まず内部検討して、この法線、この規模が一番いいんだと結論を出してして、住民に説得するというこれまでのやり方ではなく、いくつかの案の中から選択する構想段階のプロセスから市民の意見を聞くというものです。

海南市では、国道３７０号、阪井バイパスをめぐって議論になっています。海南市の都市計画審議会でいろいろの意見が出されました。普通は、都市計画審議会で一つの道路を作るために、何日もかかって議論するということは例が少ないと思うのですが、海南市の審議会は、２日半かかりました。　　　

第一日目は、午後から開かれ、現地調査をふくめて話し合ったが、時間が足りなかった。第二日目は、朝から会議を開いて、夕方までやった。それでも課題がのこって、土曜日の朝、小委員会を含めた審議会を開いて、付帯意見をつけて、やっと当局の提案が認められたというのが、審議会の内容です。

道路が必要なことには、異論はありません。このことには地域住民の多数も、都市計画審議会の委員の全員も同じだったと思います。この審議会で問題になったことは、事前に住民の意見を吸い上げてくれていないではないかという問題でした。構想段階で、複数の案を示して市民の意見を聞くということを国土交通省道路局でも示しているのに、県はなぜ自分で決めた計画を、絶対に変えようとしないのかということに不満が集中したわけです。
わたしは、６月県会で、この問題をとりあげ、「道路を盛り土にするかどうかという問題では、住民の意見に聞くべきものがある」と指摘いたしました。平成１３年におこなわれたアンケートをもって県は地元の同意を得ているとしているとしているわけですが、そのアンケートの際には、盛り土云々ということは、一切触れられていません。

県土整備部長にお伺いいたします。阪井バイパスの計画決定では、明らかに国土交通省道路局の「ガイドライン」は無視されているわけですが、どうしてそういうことになるのか、お伺いいたします。

また、海南市の都市計画審議会でも県の都市計画審議会でも、「環境問題に配慮し」など付帯意見がつけられました。こうした意見もとりいれながら、住民合意をはかるのかどうかもお伺いいたします。

大きな二番目の問題として、入札・談合問題、随意契約の問題についてお伺いします。

このたび、海草振興局・海南工事事務所で平成１０年から１１年にかけておこった談合問題で、損害賠償の訴訟を起こすことが提案されています。それには賛成ですが、私の出身地でおこった事件でありますので、こうした問題が起こったことは大変残念です。

ところで、こうした談合問題は、このケースだけなのだろうか。もっと普遍的に談合問題があるのではないかと思います。

海南で談合がおこなわれたことが明らかになったケースでは、落札率は９９％にもなっています。けれども、当局に提出を求めた多くのケースで、これに近い落札率は多いのです。

一方、入札方式を改めた長野県では、平均９６％だった落札率が、新しい制度の下で７５パーセントにさがっています。この方式に改めれば、和歌山県でも４１億円の節約が可能だという試算があります。全国的にも、入札・談合問題改善の声がたかまり、全国弁護士会では、この問題の改善をもとめるためのアンケートを、全国の都道府県・政令都市に実施しています。しかし、そのアンケートに和歌山県は答えていないのです。外部監査委員会の報告でも、落札価格が高いという指摘がなされています。

こうした意見もふまえて、入札問題の改善、談合防止についてどのような取り組みをしているのか、県土整備部長にお伺いいたします。

一方、県監査委員会の報告でも、随意契約の問題で改善がもとめられているところであります。随意契約でこれまでどういう問題があったと考えているのか、どう改善するのか、総務部長の見解をお聞きいたします。

大きな第三は、市町村合併の問題であります。
まず、市町村合併問題にかかわって、信じられないような事件がおこりました。美里町で住民投票を求める署名をした住民に、美里町の幹部職員が町長の指示のもとに「どういう気持ちで署名したのか」と一人ひとりに電話したという事件であります。

　この事件は、市町村合併に賛成か反対か、住民投票に賛成か反対かという問題ではありません。住民の自由な意思表明に、町当局が圧力をかけたという人権の問題、民主主義の問題であります。市町村合併の問題であれ、福祉の問題であれ、自分の願いを署名に託した個人に対して、行政当局から「あなたは、なぜ署名したのか。共産党の議員に頼まれて署名したのか」などと電話がかかるとしたら、住民の意思表明への不当な圧力以外のなにものでもありません。美里町民のみなさんからは、町当局がやったことへの抗議の声があがりました。町民の人権感覚は健全であります。
ところが、抗議を受けた町幹部職員は、自分がしたことが問題だと思っていないという、人権感覚の希薄さであります。もちろん、私はすべての町幹部職員がそうだったとは思っていません。おそらく、町長にいわれたけれどもこれはちょっとと預かった名簿を引き出しにいれたままにした幹部職員もいたことだろうと思います。
　申しましたように、ことは合併問題ではなく、人権問題・民主主義の問題ですが、一面では、「合併できなかったら大変なことになる」というようなお話が広がっており、町長をこんなことに追い込んだという一面もあるのかなという気もいたします。

　こうした問題が起こってきたことについて、木村知事はどういう感想をお持ちかお伺いしたいと思います。

つづいて、本来の市町村合併についてであります。

市町村合併について日本共産党としましては、「市町村合併は住民が決める」という立場から、住民に十分な情報が提供され、住民が納得する結論をだすことを求めてきました。
合併が決まった市町村もありますが、多くの市町村で合併協議がつづけられています。合併協議をしたんだけれど条件が折り合わず、合併がご破算になったケース、はじめから合併が協議されていないというケースもあります。

そうした中で、県下の状況をみますと、３６市町村で合併が決まったり合併協議がすすんでいますが、１４の市町村は、合併なしですすむという選択をしております。

合併する市町村も合併しない市町村も、それぞれの理由があって住民が選択した道であり、和歌山県民であります。県は、それぞれの市町村に支援をしなくてはならない。「地域振興基金」という積み立ては、その趣旨は文字通り地域振興でありますから、合併する市町村にも、合併しない市町村にもそれなりの支援をする必要があろうと考えるわけですが、知事の見解をお伺いいたします。

　最後に、「三位一体」の改革と教育予算であります。「三位一体」の改革については、知事の状況説明でも、必ずしも思うようになっていない、まだまだ課題があるということのようです。

私は、前回の議会では、国庫負担金削減に義務教育費国庫負担を差し出して大丈夫なのかということを申し上げました。知事は知事なりの考えを述べられました。

いま、その議論を繰り返すつもりはありません。しかし、知事の立場からいっても「三位一体」の改革が、課題を残している中で、このたびの財政改革が本当に教育予算にマイナスにならないのかという点は、多くの県民、教育関係者が心配しているところであります。

　今後、「三位一体」改革をめぐっては、いろいろなやり取りがあるでしょうが、知事は、教育予算にしわ寄せするようなことは絶対にしないという決意を改めて表明しておいていただきたい。しつこいようですが、よろしくお願いします。

　なお、今回の質問では、教育長への質問はございませんでしたが、先の県議会で大問題になった高校再編、海南高校と大成高校の合併問題、大成高校の募集停止問題につきましては、まだまだ大きな課題が残されていますが、５万人の署名に託された保護者・高校生・県民の願いを、教育委員会が重く受け止めていただいたことは評価し、今後の課題につきましては文教委員会でも論議したいと思います。
　以上で私の第一回目の質問を終わります。

要望と再質問を申し上げます。

まず、県土整備部長の答弁にたいして

まず要望であります。
「県民が本当につくってほしい道路を、早く作ってほしい」という当たり前の原点に、いつも立ち返ることが必要であります。

しかし、道路行政担当者は、計画された道路を計画されたようにつくることが仕事であります。道路行政のどこかで、大局的にチェックするシステムが必要だと思うのです。

先ほどの発言で「熊野古道をつぶすのか」という住民の声があったと申し上げました。

１９８２年と高野・熊野とその参詣道が世界遺産に登録された２２年後の今日とで、行政担当者の「熊野古道」というものについての認識が大きく変わっているでしょう。経済・財政状況もちがっています。いま、都市計画道路の線引きをするとすれば、かなり違ったものになるのではないでしょうか。
県土整備部長の立場から言えば、「都市計画道路は、予算が獲得されただけ計画に沿ってすすめます」という立場でしか答えられないことはわかります。都市計画の線引きをしてから２０数年かかって、計画の一部しか事業化できなくても、いまのところそう答えるしかないという体制になっています。

この体制を変えることは、知事にしかできないかもしれません。

今日のところは、問題提起でありまして、一度の質問で、わたしの満足するような答えが返ってくることは無理でしょう。本日は、これ以上の追及はいたしませんが、十分に考えていただきたい。

阪井バイパスについて、県土整備部長から「平成１３年に関係自治体に説明し」「概略のイメージ図を示し」住民の意見を聞いた、「その結果、多数が賛成した」とお答えになった。　　

そんなことだけをいわれたのでは、今回、都市計画審議会に対しても意見をいっている住民のみなさんが悪者になってしまう。

県土整備部長は、本当にそのイメージ図を見られたのでしょうか。イメージ図は、現在計画されているルートとは大きくかけ離れています。問題になっている盛り土についての表示はありません。住民にそういう情報しか与えずに、アンケートで賛成したではないかといわれては困るということを申し上げておきたい。
都市計画審議会がおわった段階で、これ以上その前の問題を蒸し返しても建設的ではありません。「事業実施にあたっては、地域住民の方と十分な協議をおこない」とお答えいただいていますから、そのことを本当にやっていただけるように要望いたします。

ただ、一点だけ再質問いたします。
県土整備部長の答弁で、「海南市長、県都市計画審議会の意見をふまえ」とお答えいただきました。海南市長の意見では「環境面等において十分に配慮」ということが言われています。この文言は、盛り土にした場合、地域が分断される、日陰になる、騒音被害がおおきいなど、盛り土にした場合の問題にかかわって論議された結果つけられた付帯された意見だと理解されますが、そういう理解でよろしいのでしょうか。
そのほかにも「環境面等において十分な配慮」の中身があれば、お示しいただきたいと思います。

入札については、いくつかの点で、要望を申し上げます。

改革は一朝一夕にはいきませんが、透明性の確保と公正な競争の促進へ、いっそうの努力を求めたいと思います。全国で、入札改革で先進的といわれている自治体でも試行錯誤の連続です。

いま答えていただいた内容では、前向きの姿勢はうかがうことができるわけですが、一般競争入札をおこなう工事金額は、他県にくらべても決して低くはないなど、改革の余地は残されていると思います。

また、競争によって落札率が下がったときに、品質が保たれるのか、あるいは下請け企業の経営への影響はどうか、など検討が必要なことがらは、いくつかあると思います。

この問題で提言をしている研究者などの意見のなかには、たとえば、低価格調査制度ではダンピングを防ぐだけではなくて、下請け業者への発注価格が適正かどうかなども含めて調査するように改革が必要ではないか、というものもあります。あるいは、入札のときに工事内訳書に下請け業者名を書くように求めるとか、分離分割発注を促進するなど、工夫次第でいろいろな施策をとることは可能ではないかと考えます。

あるいは企業の側に法律違反があったと確定したときなどに、県が契約を解除できるわけですが、その際の違約金は、和歌山県では請負金額の１０％です。いくつかの県では、２０％にしていますし、こうしたことも検討に値すると思います。

こうした問題もふくめて、ぜひ前向きなとりくみをお願いします。

　
　合併問題であります。
　

美里町の問題については、
教育予算

文教委員会での討論

文化財保護について

☆　雑賀委員

　前会の委員会で、世界遺産登録に関わって、まだ指定されていない文化財の保護についても適切に保存していくとの答弁があったが、その後、地域からの動きはどうか。

A

　県内には多くの文化遺産が残されている。前会答弁したように、これらの文化遺産を適切に評価し、保存していくことが大切であると考えている。

　－例を申し上げると、海南市教育委員会からは藤白神社の仏像4躯の県指定申請が出されているが、和歌山県文化財保護条例により文化財保護審議会における調査審議を経て、最終的に県教育委員会が判断することになる。このほか指定を希望する話があれば対応していく。

☆　雑賀委員

　特定の文化財に言及するつもりはなかったが、藤白神社の指定の話が進んでいるのはうれしい。それ以外にも積極的に保護を進めてほしい。（要望）
高校再編と大成高校問題
☆　雑賀委員

　高校再編整備について、大成高校80周年式典で教育委員会が声を受け止めたことをあいさつの中で御礼をのべた。課題はたくさんあるが、これからどうするのかということについて、いつ頃結論が出るのか等検討の状況はどうなっているのか。

A

　大成高校については、十月十三日に教育長が記者発表で十七年度は募集し、再編整備計画全体については、さらに検討を加え、関係機関と意見交換し、慎重に最終案を作成していくこととしている。また、各地域で学校関係者、PTAの関係者等で大成高校のみならず、再編整備に係る地域において、高校関係で十四ケ所で協議をしてきた。それらの意見等を踏まえて、再度、庁内に検討委員会を設け、フリーハンドで先ほど県立学校課長が答弁申し上げたように案は案として、いろいろな意見を勘案することを踏まえて再検討してきた。

　さらに意見をお聞きしようということで、学校長、PTA関係者、学校評議員、中学校関係者等で地域・学校協議会を各地域で設け、いろんな意見を聞いている。大成高校については、本日、意見交換を行う予定である。今後、何回か協議をし、最終的な成案を来年三月末を目途に示したい。

☆　雑賀委員

　教育委員会では、高校設置の適正規模は四学級以上が望ましいとしている。そこが問題となってくるが、国の基準は、高等学校の場合は何学級で設置することになっているのか。

A

　高等学校を設置する場合、何学級以上でなければならないという基準はない。分校は二学級までで、それ以上になると本校扱いになる。

☆　雑賀委員

　国の基準はないということで、四学級を下回っても、国の基準からいうと設置できることがわかった。

　今、一クラスは四〇人だが、県によっては四〇人以下にして、生徒減の中で教育効果を考えて、やっている県も少なからずあると聞いているが、どういう県で行っているか。

A

　少なからずというわけではない。島根、鳥取かどちらかで、工業系で来年から募集するとの話は聞いているが、全校一斉ではなしに普通科は40人で募集すると聞いている。

☆　雑賀委員

　北海道、青森、秋田、福島、富山等で実施、富山の場合、専門学科で二五人二クラス、国際科で三〇人クラスもあると聞いている。全国的な状況を十分把握して検討していただきたい。（要望）

　前会の委員会で、案の提示が大成高校に打撃を与えたという意見に対して、教育長は重く受け止めているとの答弁であった。存続に向けて、生徒が大成高校にいけるようにテコ入れしてほしい。（要望）
国民相互の意識問題になっている人権教育
☆　雑賀委員

　人権教育の問題でお聞きしたい。人権教育基本方針案をいただき、パブリックコメントを募集しているということを聞いているが、どういう状況になっているか。

A

十四件の御意見をいただいている。

☆　雑賀委員

　かつて、人間尊重（同和）教育、いわゆる人尊教育が教育委員会から出されて、それが県民的な批判を受け、その中で今日の同和教育基本方針に変わってきたという歴史があるのだが、今度の人権教育の方針は人尊教育の焼き直しではないかという意見も聞くが、その点どう考えるか。

A

　人尊教育の方針については、部落差別の実態のとらえ方について誤りがあったと聞いている。今回の人権教育基本方針は、同和教育基本方針の考え方を基本的に踏襲していて、部落差別に関しては実態をきちんと見ながら差別を取り除く子どもを作っていく、そういう考えに立っているので基本的に同じではないと考えている。

☆　雑賀委員

　人尊教育の議論はおいておくが、人権教育基本方針で気になる点をいくつか申し上げたいと思う。

　公的な文章を出す場合、言葉が教育委員会が付けた用語一覧表みたいなのを読まないと理解できないというのでは困ると思う。例えば「人権条約」という言葉がある。人権規約の間違いかと思って調べたがない。聞いてみるといろんな人権に関わる条約の総称とのことであった。それならば、様々な人権条約という言い方もある。「国際年」というのは国際人権年だと思ったら、いろいろな国際年の総称という。それから「国際の10年」という言葉が出てくる。「人権教育のための国連10年」だったら私も知っているが、その略称にもならない。言葉の使い方もあいまいでわかりにくくて、起案者が作った用語説明がなければ理解できない文章になっている。その点をどう考えるか。

A

　今回の基本方針の作成に当たっては、できるだけ県民の方に読んでいただけるようにということで、簡単な文章、短く簡潔を目指して作った。確かに、用語で難しいところがあると思うが、それについては解説をつけて理解していただくように努力している。

☆　雑賀委員

　もっと大事なところは内容の問題である。人尊教育の焼き直しではないかという意見が出るのは、人権の問題を県民相互の問題、思いやりの問題、もちろん思いやりも県民相互の問題も大事だが、人権の問題をそういう問題にだけ矯小化しているという問題があると思う。例えば、世界人権宣言にいろんなことが書かれている。世界人権宣言が目指すところについては、「人間が言論と信仰の自由及び恐怖と欠乏からの自由を享有する世界の到来を目指す」、これが世界人権宣言が目指すところだという。

ところが、この基本方針には弱者の問題とかいろいろ書かれているが、県民相互の思いやりの問題、あるいは意識の問題について、県民に対して「あなたは差別をしてはいけません」、「あなたは人権尊重しないといけません」と説教するような教育になっているのでないかという思いがする。その点はどう考えているのか。

A、

　人権侵害に関して、県民相互の間でも、児童虐待、差別などが起こりうるという前提で作っている。人権の教育の内容だが、人権の問題を解決するために必要な知識、技能、態度を育成するという観点で書いているので、単にやさしさという観点にとどまって書いているものではないことを御理解願いたい。

☆　雑賀委員

　県民の人権意識の啓発が全くいらないと言っているわけではない。それも必要だ。人権の問題で最近問題になったのは、大企業が思想差別をして、大企業の言うことを聞かない労働者について賃金差別をして、長い間裁判闘争をやっていく中で石川島播磨工業にしても認めて賃金格差を是正した。何十年もかかって解決した。これは人権問題である。近くで言うと関西電力の問題も七、八年近く前に解決したということがあった。

　あるいは、戦争というのは人間が生きる権利が侵害される最も大きな人権侵害である。また、憲法二五条で「国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」と書いている。生存権である。こういう人権の問題の視点がこの基本方針には欠落しているのではないか。私はハンセン病の問題、児童虐待の問題を取り上げるのがいらないと言っているのではない。それはそれで大事だ。けれども、人権の問題を非常に狭い枠に矯小化されていると思う。その点、検討していただきたい。
A

　今、県民の方々から十四件の御意見をいただいているところである。この御意見を踏まえて更に検討を続けることになっているので、また最終的な案が決まり次第連絡する。

☆　雑賀委員

　このように人権の問題をあげていくと限りなく広い。教育に関わるあらゆるものは人権の問題だと言ってもおかしくない。だから、あえて人権教育と取り上げるようにすると、ついつい思いやりの問題だとか狭い問題になっていく。

　和歌山県の教育基本方針があって、その中で人権の問題が大事にされていればいいわけで、とりわけ人権を取り出した教育はいらないという意見もあるが、そのことについてどう考えるか。

A

　国の方でも「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」また、それに関する基本計画を定めて、国全体として人権教育を進めようということになっている。

☆　雑賀委員

　私の意見のようなものもあることを参考にしていただきたい。

A

　おっしやるように幅広い、異なる分野にわたって人権の問題はある。

　しかし、それが無制限に拡散していっていいものでもない。基本はやはり憲法にある基本的人権の尊重であり、これをベースにしながら、教育の場で時代的な要請を含め、重点をおきながら、顕在化をしなければいけないケースもあると思う。委員が言われる考え方を突き詰めていけば、人権問題の希薄化になりかねないわけで、棲小化という議論はあたらないのではないかと考えている。

☆　雑賀委員

　少し意見の違いはある。

　同和教育基本方針はもう終わりにしてもいいのではないかと何度か議論しているので、意見として申し上げておく。（意見）
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